
 

愛知県中小企業人材確保奨学金返還支援企業登録要領 

（趣旨） 

第１条 従業員の奨学金返還を支援する制度を設けている県内中小企業等の県への企業登

録について、この要領に定めるところによる。 

 

（対象となる中小企業等） 

第２条 この企業登録の対象となる中小企業等とは、勤務する従業員への奨学金返還支援

制度を整備し、奨学金返還のための手当の支給又は代理返還を行う法人及び個人事業主

をいう。ただし、次に掲げる要件を全て満たす者とする。 

（１）愛知県内に本社又は主たる事業所を有すること。 

（２）常時雇用する従業員数が300人以下であること。 

（３）国や地方公共団体等の公共法人（法人税法別表１の「公共法人」）に該当するもの

でないこと。 

（４）愛知県の関係団体でないこと。 

（５）国又は地方公共団体が資本金、基本金その他これらに準ずるものの四分の一以上を

出資している法人でないこと。 

（６）過去３年間に労働関係法令に係る重大な違反に問われていないこと。 

（７）愛知県税に未納の徴収金がないこと。 

（８）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）第２条

第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業、同条第13項

に規定する接客業務受託営業及びこれらに類する事業を行っていないこと。 

（９）愛知県暴力団排除条例(平成22年10月15日愛知県条例第34号)に規定する暴力団員又

は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（10）雇用保険の適用事業所であること。 

２ 前項に掲げる者のほか、知事が不適当であると認める者でないこと。 

 

（対象となる奨学金） 

第３条 この要領において奨学金とは、高等学校、短期大学、大学、大学院、専修学校そ

の他の教育機関及び職業能力開発促進法（昭和44年法律第64号）第15条の７第３項に規

定する公共職業能力開発施設における修学を支援するために貸与される学資金等のうち、

次の各号のいずれかに該当するものとする。 

（１）独立行政法人日本学生支援機構が貸与する奨学金 

（２）地方公共団体、大学、民間企業・団体などが貸与する奨学金。ただし、愛知県地域医

療確保修学資金、愛知県保育士修学資金貸付金、愛知県介護福祉士等修学資金貸付金、

愛知県福祉系高校修学資金等その他の学資金等で、特定の職種へ就職した場合や特定

の地域に居住した場合等に返還の全部又は一部が免除されることとなるものを除く。 

（３）厚生労働省が所管する職業訓練に係る融資のうち、技能者育成資金融資 



 

（対象となる奨学金返還支援制度） 

第４条 この要領において奨学金返還支援制度は、中小企業等が就業規則又は賃金規程等

に基づき、従業員に対し、奨学金返還支援のための手当の支給又は代理返還を行うもの

とする。 

 

（企業登録の申請） 

第５条 県への企業登録をしようとする者は、奨学金返還支援制度を導入後、愛知県中小

企業人材確保奨学金返還支援企業登録申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を

添えて、知事に提出しなければならない。 

（１）企業・団体の概要を記した資料 

（パンフレットなど中小企業等の活動内容、常時雇用する従業員の人数が分かるもの）  

（２）法人に係る登記事項証明書（法人等の場合）又は 開業届等所在地が確認できる書

類の写し（個人事業主又は法人格を持たない団体の場合）  

（３）奨学金返還支援制度に係る社内規程等の写し                 

（４）県税に未納の徴収金がないことを証する書類  

（５）その他知事が必要と認める書類 

 

（企業登録の決定） 

第６条 知事は、前条の規定による申請書の提出があった場合には、その内容を審査し、

その結果に基づき登録決定を行い、通知する。 

 

（企業登録の有効期限） 

第７条 登録の有効期限は、前条の登録が決定された日から３年を経過する日の属する年

度末までとする。 

 

（登録内容の変更） 

第８条 登録企業は、第６条の決定後に登録内容を変更しようとするときは、その理由と

ともに知事に報告しなければならない。 

 

（登録決定の取消し） 

第９条 知事は、登録企業が登録決定の内容又はこれに付した条件に違反したときは、当

該登録決定を取消すことができる。 

  



 

（登録企業の公表） 

第10条 知事は、第６条の決定した登録企業について、次の各号に掲げる事項を公表す

る。 

（１）名称 

（２）所在地（本社又は主たる事業所） 

（３）業種 

（４）ホームページアドレス 

（５）その他、知事が必要と認める内容 

 

（関係書類の整備） 

第11条 登録企業は、企業登録に係る書類等を常に整備しておかなければならない。 

２ 前項の書類等は、登録申請完了後、５年間保存しておかなければならない。 

 

（検査等） 

第12条 知事は、必要があると認めるときは、登録企業に対して、登録内容に関する事項

について報告を求め、又は検査を実施することができる。 

 

（補則） 

第13条 この要領に定めるもののほか、この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は、令和５年 12月 25日から施行する。 


